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はじめに 

近年、尐子高齢化の進展やライフスタイルの多様化などにより、社会を取り巻く

環境が大きく変化している。 

千葉市の交通政策においても、これまでの人口増加を想定した量的な交通施設の

整備拡大ではなく、まちの魅力と活力の維持向上などの総合的な視野からの取組み

が必要とされている。 

千葉市の公共交通は、主に広域な移動を担うＪＲ及び京成電鉄各線、地域内の移

動を担う第三セクターであるモノレール及び民間１０社によるバスが運行されてい

る。鉄道及びモノレールの利用者は横ばいであるものの、モータリゼーションの進

展により、バス利用者は減尐し、さらにはバスの減便や撤退が発生している。一方、

高齢者の移動手段確保などについて公共交通への依存が高まっている。 

こうした中、平成１９年１１月に、千葉市は将来を展望した交通政策である「千

葉市総合交通ビジョン」を策定した。その後、最新の交通行動の調査である第５回

東京都市圏パーソントリップ調査やモノレール延伸事業の凍結を踏まえ、平成２２

年に、千葉市総合交通政策会議が設置され、当ビジョンを見直し、交通政策全般に

対する方向性を示すこととなったものである。 

 本助言・提言は平成２２年８月から平成２３年１０月までに計８回の会議を開催

し、審議を重ねて取りまとめたものである。 

 会議に参加された各位にお礼を申し上げるとともに、この助言・提言書が今後展

開される千葉市の総合交通政策にとって、有意義になることを期待したい。 

 

 

平成２３年１０月１４日 

千葉市総合交通政策会議 

会長  轟 朝幸 
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１ 構成概要 

本助言・提言の構成は、主に下記のとおりであり、今後の千葉市における総合交通政策

について、その方向性を示したものである。 

 

 ２ 千葉市総合交通ビジョンの検証 

「千葉市総合交通ビジョン 平成１９年１１月」（以下、ビジョンという）に示されて

いる交通政策の基本方針及び総合交通体系の方向性を審議した。 

 

 ３ 公共交通のガバナンス 

利用者のニーズを踏まえた総合交通体系を確立するための体制について審議した。 

 

 ４ 交通不便地域と移動交通手段確保のための支援 

交通不便地域の考え方や、地域特性を踏まえた移動手段確保のための方策について審議

した。 

 

 ５ モノレール 

モノレール延伸事業の凍結を踏まえ、今後のモノレールの運営について、その方向性を

審議した。 

 

 ６ 広域交通網 

千葉市に係る広域交通網整備のあり方について審議した。 

 

 ７ 千葉市総合交通ビジョンの推進計画 

総合交通政策を展開していく上で、ビジョンに示されている既存施策の妥当性、追加施

策及び各施策の推進スケジュールについて審議した。 
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２ 千葉市総合交通ビジョンの検証 

（１）交通政策のあり方 

千葉市における交通政策の基本方針として策定したビジョンは、「基本認識」と「取組

みの基本方向」を示しており、これらについて検証した。 

ビジョンでの「基本認識」は次のとおりである。 

 

１） 尐子・超高齢社会への対応 

２） 地球環境問題への対応 

３） コンパクトな土地利用への誘導 

４） 都市の活性化と再生 

５） 既存ストックの有効活用 

 

１）、２）は「現状への対応」、３）、４）、５）は、「将来の考え方」を示すものである。

ビジョン策定時から数年を経ているが、千葉市における交通の現状と課題を適切に踏まえ

ており、基本認識として妥当である。 

 

 また、「取組みの基本方向」は次のとおりである。 

 

ア 誰もが使いやすい公共交通 

イ 安全に安心して暮らせるまちを支える交通 

ウ まちの魅力と活力を支える交通 

 

過度に自動車交通に依存することなく公共交通の利用を促進するために定めた「取組み

の基本方向」は、先の「基本認識」を踏まえており、交通政策に対する取組みの方向性と

して妥当である。 

上記を踏まえ、「都市機能」、「交通機能」、「交通ネットワーク」、「ガバナンス1」を考慮

して、「交通政策」を推進すべきである。 

 

 参考資料１）：総合交通ビジョン抜粋１ 

 参考資料２）：交通政策のあり方 

 

                                            
1行政・交通事業者・地域住民がそれぞれの役割を分担し、各役割を踏まえて公共交通計画を作成し一元的に

運営すること。 
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（２）総合交通体系 

１）交通政策とまちづくり 

都市交通の役割には、交通政策を考慮した土地利用の誘導や都市内及び都市間をサ

ービス水準の高い交通機関で連絡することなどがあり、「交通政策」と「まちづくり」

は密接に関係している。したがって、将来の目指すべき都市像を実現するためには、

「交通政策」と「まちづくり」を総合的に推進することが重要である。 

 

２）各交通手段の役割分担と交通ネットワーク 

千葉市は、東京都市圏内の他都市と比較して自動車分担率が高いこともあり、道路

混雑が顕在化し、道路を利用するバス交通において、定時性・速達性などの利便性を

低下させる要因となっている。また、排気ガスによる大気汚染や、沿道周辺への騒音・

振動なども問題となっている。 

このような課題を解決し、誰もが暮らしやすい千葉市を実現するためには、公共交

通の利用促進と自動車交通の適正な利用を一体的に実施し、鉄道、モノレール及びバ

スなど、各交通手段の特性に応じた適切な役割分担に基づく乗継ぎの円滑化（シーム

レス化）により、交通ネットワークを形成していくことが必要である。 

さらに、東京や県内各主要都市方面へのネットワーク（交流軸）、３都心（千葉都

心、幕張新都心、蘇我副都心）のネットワーク（連携軸）の構想も踏まえて、交通ネ

ットワークの機能を向上させていくべきである。 

 

 参考資料３）：総合交通ビジョン抜粋２ 
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３） 公共交通骨格ネットワーク形成 

公共交通骨格ネットワークは、鉄道による「根幹ルート」、モノレールと幹線バス

による「幹線ルート」によって構築される。 

ビジョンでは、各公共交通の特性と役割を踏まえ、新たに千葉市が検討すべき公共

交通ネットワークの基本的な方向性を示している。 

 

（ア）既存幹線ルートの位置付け 

ビジョンでは、新規に検討すべき幹線ルートを示しているが、既存ルートにおけ

る幹線ルートとしての位置付けが示されていない。このため、モノレール及び利用

者の多いバス路線（概ね１日１００便以上）を、既存の幹線ルートとして位置付け、

ルートの機能を維持・向上していくべきである。 

特に、路線バスの便数が多い、「千葉駅～千城台方面（国道５１号）」、「千葉駅～

大宮団地方面（国道１２６号）」及び「千葉駅～鎌取駅方面（県道千葉大網線）」の

ルートは、交通渋滞などにより定時性が低下しているなどの課題があり、バス走行

環境などを改善する必要がある。 

 

  （イ）ビジョンにおける検討ルートの検証 

 

ルート① 花見川区北部（花見川団地） ～ 幕張本郷・幕張新都心方面 

・ビジョンでの位置付け 

都市計画道路美浜長作町線・主要地方道千葉鎌ヶ谷松戸線などを活用しな

がら、幹線バス路線の形成を検討する。 

 

・検証 

花見川区北部（花見川団地）から幕張本郷・幕張新都心方面へは、路線バ

スが運行されているものの、便数は多くないため、一層、アクセス性を向上

させる必要がある。 

ルートは、花見川区北部（花見川団地）から幕張本郷までではなく、幕張

新都心まで達する幹線ルートとして検討すべきである。 
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ルート② 花見川区北部（こてはし台団地など）～ モノレールスポーツセンター駅方面 

・ビジョンでの位置付け 

モノレールとバスの乗継ぎ改善や、都市計画道路長作町浜野町線などを活用した幹線

バス路線の形成などを検討する。 

 

・検証 

花見川区北部（こてはし台団地など）は、千葉都心方面への公共交通アクセス

が弱い状況である。 

しかし、京成電鉄本線勝田台駅方面へのアクセスが現実的な地域であり、幹線

ルートを形成できるほどの利用客が見込めるか疑問であるため、検討ルートとし

ての相対的な優先度は低いと考えられる。 

 

ルート③ モノレールスポーツセンター駅 ～ ＪＲ稲毛駅・稲毛海岸駅方面 

・ビジョンでの位置付け 

当面は、バスとモノレールの乗継ぎ改善など利便性の向上に取組む。 

また、将来的な方向性として、需要や採算性などを十分考慮しながら、モノレールを

含めた交通システムの導入可能性を検討する。 

 

・検証 

モノレールみつわ台駅及び動物公園駅沿線などから東京方面への移動は、ＪＲ

千葉駅を経由せず、直接ＪＲ稲毛駅やＪＲ稲毛海岸駅に向かうルートが理想的で

ある。 

しかし、ＪＲ稲毛駅へのルートは、バスの便数は多いものの、道路混雑により

速達性・定時性が低下している。 

また、ＪＲ稲毛海岸駅へのルートにおいては、直通するバス路線がないため、

ＪＲ稲毛駅でバスに乗換える必要があり利便性が低い。 

このため、当面は、バスの速達性・定時性及び乗継ぎの改善に取組み、将来的

にはモノレールを含めた交通システムの導入可能性を検討すべきである。 
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ルート④ 千葉都心（県庁前・青葉病院前＜仮＞）～ 大宮団地・千城台団地方面 

・ビジョンでの位置付け 

本ルートのうち、モノレール県庁前～市立青葉病院前（仮称）間については、将来需

要や採算性などを十分踏まえ、モノレールを延伸するとともに、バスターミナル機能を

もつ乗継ぎ拠点駅として市立青葉病院前駅（仮称）を整備する。 

市立青葉病院前（仮称）～大宮団地・千城台駅間については、モノレールとの円滑な

乗継ぎを確保しつつ、幹線バス路線の形成を検討する。 

 

・検証 

「市立青葉病院前（仮）～大宮団地～千城台」の区間は、モノレールマスター

プランを踏襲したルートである。しかし、ルート周辺に「千葉駅～千城台方面（国

道５１号）」、「千葉駅～大宮団地方面（国道１２６号）」及び「千葉駅～鎌取駅方

面（県道千葉大網線）」の幹線バス路線が存在している。このため、本ルートの全

ての区間を幹線ルートとして検討する必要性は低いと考えられる。 

「モノレール県庁前～市立青葉病院前（仮）」の区間については、将来的なモノ

レール延伸の可能性は残すが、当面はバスによりモビリティを確保するべきであ

る。 

「市立青葉病院前（仮）～大宮団地」の区間は、幹線ルートを形成するほどの

利用者が見込めないと想定される。しかし、バス路線が全く形成されていないこ

とから、支線ルートを検討すべきである。 

「大宮団地～千城台」の区間も、幹線ルートを形成するほどの利用者が見込め

ないルートであり、幹線ルートとしての検討の優先度は低いと考えられる。 



 

9 

 

ルート⑤ 千葉都心 ～ 海浜ニュータウン・幕張新都心方面 

・ビジョンでの位置付け 

一定のアクセスが確保されていることから、モノレールにとらわれず、湾岸部の集客

施設群と主要駅とを結ぶ幹線バス路線の形成を検討する。 

 

・検証 

千葉都心から海浜ニュータウン、幕張新都心方面へのルートである。 

ルート沿線には、約１０万人が居住していること、また、県立幕張海浜公園、

ＱＶＣマリンフィールド及び幕張メッセなど、各集客施設へのアクセス性を一層、

向上していく必要があることから、幹線ルートとして検討すべきである。 

 

ルート⑥ 幕張新都心（ＪＲ海浜幕張駅）～ＪＲ総武線方面（幕張本郷駅など） 

・ビジョンでの位置付け 

広幅員の道路を活用した連節バスの利便性向上を図る。また、今後の土地利用の動向

を踏まえ、県などと連携しながら、モノレールにとらわれず新たな交通システム（LRT2、

BRT3など）の導入可能性を検討する。 

 

・検証 

今後の幕張新都心における商業集積や住宅地拡大により、連節バスの輸送能力

が飽和状態に達することも考えられるため、土地利用の動向を踏まえ、モノレー

ルにとらわれない新たな交通システムの導入可能性を検討する必要がある。 

また、検討ルートは、海浜幕張駅での結節ではなく、沿岸部のＱＶＣマリンフ

ィールド周辺までとすることが望ましい。 

なお、千葉都心と幕張新都心を連携させるため、ルート⑤と一体的に検討する

ことも視野に入れておくべきである。 

 

 参考資料４）：公共交通の骨格的ネットワーク 

 

                                            
2 LRT（Light Rail Transit の略称）。騒音が尐なく、静かで、低床式で乗り降りがしやすいといった特長をも

つ、昔ながらの路面電車を一新した乗り物のこと。 
3 BRT（Bus Rapid Transit の略称）。専用レーンや連節バス、公共車両優先システムなどを活用して、定時性・

速達性・快適性を高めた高速バス輸送システムのこと。 
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（ウ）追加すべき検討ルート 

花見川区北部から稲毛区との区境においては、公共交通による３都心（千葉都心、

幕張新都心、蘇我副都心）へのアクセス性は弱い。 

このため、今後、需要に応じ、アクセス性を向上させる必要が生じた場合には、花

見川区北部（み春野）方面からＪＲ新検見川駅及び検見川浜駅方面へ直通するルート

などを検討すべきである。 

 

４) 福祉に関する交通 

スペシャルトランスポート4などの高齢者や障害者などに関する交通手段は、ドアツ

ードア5性の確保が重要である。このため、公共交通とスペシャルトランスポートは、

ニーズに合わせて使い分け可能な状態が望ましい。 

                                            
4 高齢者、身障者などの移動に困難を伴う層を対象として行う、主にドアツードア型の送迎サービスで、リフ

ト等の専用設備を有する車両が用いられることが多い。 
5 出発地の戸口（ドア）から目的地の戸口（ドア）までの移動を指し、利便性を意味する。 
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３ 公共交通のガバナンス 

（１）公共交通のガバナンス 

公共交通は、鉄道事業者、モノレール事業者、バス事業者、利用者である地域住民及び

行政など、多くの利害関係者が存在しているため、所要時間の短縮、高頻度運行及びアク

セス性の向上等において、必ずしも利用者のニーズに応じたサービスが提供されていると

はいえない。 

利用者のニーズを踏まえた総合交通体系（インターモーダリティ）を確立するためには、

「行政・交通事業者・地域住民がそれぞれの役割を分担し、各役割を踏まえて計画を作成

し、一元的に運営すること（ガバナンス）」により、交通政策を推進する必要がある。 

これにより、運賃の共通化（乗換え時の初乗運賃の低減など）、路線再編による乗継ぎ

改善、さらには、利用者の増加、過当競争の抑制など、多くの効果が期待できる。 

 

 参考資料５）：公共交通のガバナンス 

 

（２）交通政策の推進体制 

千葉市において公共交通ガバナンスを実現するため、現在制度化されている公共交通

に係る協議組織6の効率的な活用と、行政内部の交通政策、都市政策、道路政策、住宅政

策などに係る部局の連携により、総合交通政策を推進する組織・体制づくりを行うべき

である。 

 

 参考資料６）：現在制度化されている地域公共交通に係る協議組織 

 

                                            
6 地域公共交通会議、都市交通戦略に関する協議会、地域公共交通の活性化及び再生法に基づく法定協議会、

地域公共交通確保維持改善事業協議会の４つ。 
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４ 交通不便地域と移動交通手段確保のための支援 

（１）交通不便地域 

千葉市が平成１５年に設定した「交通不便地域（鉄道・モノレール駅から１ｋｍ圏外

かつバス停から３００ｍ圏外）」は、今後、市街化区域と市街化調整区域の相違など、地

域特性を十分に考慮し、画一的な基準にとらわれることなく見直すべきである。 

 

 参考資料７）：交通不便地域の現状 

 参考資料８）：バス交通に係る対応方針 

 

（２）移動手段確保のための支援 

１）行政・交通事業者・地域住民の協働 

地域の移動手段を確保していくためには、利用者である地域住民の自主的な取組みを

最大限尊重する必要がある。そのため、行政、交通事業者及び地域住民が各役割を認識

し、連携すべきである。 

 

２）地域特性を考慮した移動手段 

移動手段の確保にあたっては、コミュニティバスに限らず、乗合タクシーやデマンド

交通7など、地域特性を考慮した輸送形態、路線設定、運行頻度及び運賃体系を検討す

べきである。 

検討にあたっては、既存バス路線との競合を避けるなど、既存の交通機関への影響を

考慮する必要がある。 

 

３）アドバイザー制度 

前述のとおり、地域の移動手段を確保していくためには、地域住民の自主的な取組み

を最大限尊重する必要がある。最近では、地域住民が自ら主体的に地域の交通を維持し

ようとする活動も見受けられる。 

このため、これらの取組みに対する支援として、適切に助言するアドバイザー制度な

どを検討すべきである。 

                                            
7デマンド交通（Demand Responsive Transport: DRT）。需要に応じて、利用者の予約を受けて運行するため、

交通需要が尐ないエリアなどの輸送に適している。 
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４）公共交通維持のための地域住民の一定負担 

公共交通の維持が困難な地域において、地域住民が地域の交通を確保する意思があ

る場合は、税負担の公平性の観点から、運行に対する赤字額の全てを行政が負担する

のではなく、地域住民に一定の負担を求めることも検討していくべきである。 
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５ モノレール 

（１）千葉駅～県庁前駅 

当該区間の利用者数は、千葉みなと駅～千城台駅間と比較して尐ないが、微増傾向に

あり、中心市街地の活性化にも寄与することから、運行廃止の議論は、現段階では行わ

ない。 

この区間をモノレールが１９０円、路線バスが１００円で運行していることを考慮す

ると、運賃体系の一元化を検討すべきである。しかし、路線バスが運賃を値上げするこ

とは、利用者の利便性が低下することから困難である。 

このような運賃体系が異なる競合は、東京都内など、他の地域でも多く事例があるこ

とから、今後も議論が必要である。 

 

（２）利用促進 

沿線人口を増加させるための施策として、沿線の市営住宅や大規模未利用地の再開発

を検討すべきである。 

また、沿線から離れた地域まで利用可能圏を拡大させるため、パークアンドライドや

コミュニティサイクル等を進めることも効果的である。 

さらに、沿線居住者以外の利用者を増加させるため、沿線集客施設の活性化を図る。 

モビリティマネジメントの一環として、例えば、小中学生を対象とした公共交通の利

用啓発やモノレール見学会の開催など、ソフト施策を積極的に推進することも必要であ

る。 

 

（３）延伸事業 

県庁前駅～市立青葉病院前（仮）のモノレール延伸については、将来事業化の検討が

可能となった段階で、延伸に対する事業評価や整備手法及び都市計画との整合などを含

め、総合的かつ客観的に検討していくことが望ましい。 

また、モノレール延伸ルートは、既定ルートにとらわれずに、再検討すべきである。 

なお、当該区間では、事業凍結中の対策として、バス輸送の強化やバス走行環境整備

が必要である。 

 

 参考資料９）：モノレール営業路線・延伸事業区間図 
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６ 広域交通網 

（１）鉄道 

東京方面及び房総各方面とのアクセス性を向上させるため、これまで千葉市が実施して

きた「鉄道会社間の相互乗入れ、朝夕のラッシュ時の混雑率の緩和、列車運行本数増加」

などの鉄道輸送改善に関する要望活動を今後も継続的に実施していく必要がある。 

 

 参考資料１０）：広域鉄道に関する要望の概要 

 

（２）高速バス 

高速バスは、千葉市と国内及び県内の主要都市並びに羽田・成田空港を結ぶ路線などが

あり、広域交通網として機能している。 

今後は、一層、利便性を向上させるため、鉄道及びモノレールの駅前広場などの結節点、

バス待合い環境及びパークアンドライド施設の整備を促進することが必要である。 

 

 

７ 千葉市総合交通ビジョンの推進計画 

ビジョンに示されている既存の４６施策の方向性は、今後の交通政策を展開していく上

で妥当なものと判断できる。 

また、これまで議論した内容を踏まえ、バスやモノレールの利便性をさらに向上させる

必要があるため、新規５施策を追加した。 

各施策の推進スケジュールについては、緊急性、実施効果、実現までのプロセスなどを

踏まえ、千葉市新基本計画における第一次実施計画（平成２４年～平成２６年）、第二次

実施計画（平成２７年～平成２９年）、第三次実施計画（平成３０年以降）として大別し

た。 

なお、施策の推進においては、ＰＤＣＡ8により適切な進行管理を実施することが重要

である。 

 

 参考資料１１）：総合交通ビジョン推進計画策定の基本方針

                                            
8 PDCA（Plan - Do -Check -Act の略）。Plan(計画)-Do(実施)-Check(点検・監査)-Act(見直し・改善)という

PDCA サイクルを回し、施策における目標達成レベルを継続的に維持改善していくためのマネジメント手法。 

Plan：問題を整理し、目標を立て、その目標を達成するための計画を立てる。  

Do：目標と計画をもとに、実際の業務を行う。  

Check：実施した業務が計画どおり行われて、当初の目標を達成しているかを確認し、評価する。  

Act：評価の結果をもとに、業務の見直し・改善を行う。  
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参考資料２）交通政策のあり方 
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参考資料３）総合交通ビジョン抜粋２ 
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